第30次地方制度調査会「大都市制度についての専門委員会中間報告」の送付について

政府の第30次地方制度調査会（会長西尾勝）専門小委員会は12月20日、大都市制度等に係る見直しについて中間報告を（別添ＰＤＦ）とりまとめ、公表しました。

　地方制度調査会専門委員会としては、中間報告に対する各方面の意見を踏まえ、残された諮問事項である「基礎自治体のあり方」とあわせて、今後、最終的な答申にむけて、審議することとしています。

　中間報告に係る政府の今後の取り扱いについては不明ですが、自治労としても、今後審議される「基礎自治体のあり方」も含めて、地方制度調査会の審議、地方自治制度に対する新政権の動向を注視することとします。

　なお、中間報告の主な内容は以下の通りです。

１．指定都市と都道府県の「二重行政」の解消を図るための見直し(中間報告4～5頁）

①法定事務を中心に、指定都市が処理できるものは移譲を進める。具体的な移譲事務として、県費負担教職員の給与負担、都市計画区域の整備等に関する都市計画の決定などを基本として検討を進め、指定都市に生じる財政負担に対して、税源の配分も含めて財政措置のあり方を検討

②任意事務を中心に、指定都市と都道府県が同種の事務を処理する場合、適切に連絡調整を行う協議会を設置、協議の制度化を検討。協議会において、協議が整わない事項が生じた場合、現行制度の自治紛争処理委員による調停の利用できるが、解決が見込まれない場合を想定した何らかの新しい裁定等の仕組みを検討、など。

２．指定都市における「都市内分権」により住民自治を強化するための見直し（中間報告5～6頁）

　

指定都市、とりわけ人口が非常に多い指定都市において、

①区の役割の拡充を検討。具体的には、区長が市長から独立した人事や予算等の権限を持つことを検討

②区単位の行政運営を強化する方法として、区地域協議会や地域自治区等の仕組みをこれまで以上に活用することを検討

③区単位の議会の活動を推進するため、市議会内に常任委員会を設置し、区長の権限に関する事務の調査等の審査を行うことを検討、など。

３．中核市と特例市について（6～７頁）

①人口20万人以上であれば、保健所を設置することにより、中核市となるというかたちで、中核市・特例市の制度の統合を検討し、一層の事務移譲を可能とするよう検討

②都道府県から中核市・特例市への権限移譲については、一定の事務の移譲は法令で行うほか、条例による事務処理特例制度について、市町村の事情を十分踏まえて、移譲が行われるようにするための方策について、引き続き検討、など。

４．都区制度について（7～8頁）

　都から特別区への権限移譲について、一定の事務移譲は法令で行うほか、条例による事務処理特例制度の活用の検討。都区財政調整制度等に関する調整が整わない事項が生じた場合、指定都市と都道府県の場合と同様に、何らかの新しい裁定等の仕組みの必要性について引き続き検討、など。

５．いわゆる「大阪都構想」を背景として、制定された「大都市地域における特別区の設置に関する法律」に基づき、特別区を設置する際の主な留意点（8～11頁）

①事務分担において、仮に道府県に設置する特別区が中核市並みの事務を処理することとした場合、現在の都の特別区が処理していない事務も処理することになり、円滑な事務処理を行うことができるかどうかについて特に留意

②税源配分と財政調整について、特別区において処理すべき事務が多いほど、特別区の規模が小さいほど、分割される事務の処理に要する費用の増加、特別区間の財政調整の規模が大きくなることに留意

　また、特別区が処理する事務等の規模によって、現行の都区財政調整制度における調整3税（固定資産税、特別　土地保有税、市町村民税法人分）以外の何らかの財源を調整財源として活用することが必要となる場合があることに留意、など。

６．一層制の大都市制度である特別市（仮称）について更に検討すべき課題（11頁）

①特別市（仮称）とした場合、特別市（仮称）は、全ての都道府県、市町村の事務を処理するため、例えば警察事務についても特別市の区域とそれ以外の区域に分割することとなり、広域犯罪への対応に懸念がある

②特別市（仮称）とした場合、特別市（仮称）は、道府県税、市町村税を賦課徴収することとなるため、周辺自治体に対する都道府県の行政サービスの提供に影響するという懸念がある

　当面の対応として、まずは都道府県から指定都市への事務移譲と税財源の移譲を可能な限り進め、実質的に特別市（仮称）に近づけることをめざすとし、特別市(仮称）という新たな大都市のカテゴリーを創設する場合の様々な課題について、引き続き検討を進める。

以上

